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青毛堀川沿いの菜の花と桜（久喜市）

世帯数・人口

資料：埼玉県「推計人口」
(注）「推計人口」とは、平成27年10月1日現在の国勢調査人口を基に、住民基本台帳人口の変動を加減したもの

市町村名 前年比
（％）

さ い た ま 市

川 越 市

熊 谷 市

川 口 市

行 田 市

秩 父 市

所 沢 市

飯 能 市

加 須 市

本 庄 市

東 松 山 市

春 日 部 市

狭 山 市

羽 生 市

鴻 巣 市

深 谷 市

上 尾 市

草 加 市

越 谷 市

蕨 市

戸 田 市

入 間 市

世帯数
(世帯）

565,213 

152,308 

79,212 

260,386 

31,664 

24,043 

151,861 

32,862 

43,095 

32,155 

39,444 

97,842 

64,179 

21,226 

46,872 

55,245 

95,158 

111,075 

144,483 

36,450 

63,187 

61,373 

0.8

0.2

▲ 0.5

0.7

▲ 0.8

▲ 1.3

0.1

▲ 0.5

▲ 0.4

▲ 0.5

0.1

▲ 0.5

▲ 0.6

▲ 0.3

▲ 0.2

▲ 0.5

0.0

0.2

0.6

0.9

0.6

▲ 0.2

朝 霞 市

志 木 市

和 光 市

新 座 市

桶 川 市

久 喜 市

北 本 市

八 潮 市

富 士 見 市

三 郷 市

蓮 田 市

坂 戸 市

幸 手 市

鶴 ヶ 島 市

日 高 市

吉 川 市

ふ じ み 野 市

白 岡 市

市 計

伊 奈 町

三 芳 町

毛 呂 山 町

前年比
（％）

世帯数
(世帯）

63,124 

32,542 

38,893 

70,258 

30,087 

61,702 

27,309 

40,447 

49,327 

59,516 

25,260 

44,540 

21,040 

29,914 

22,804 

27,639 

48,029 

20,265 

2,922,029 

17,497 

14,945 

15,513 

1.1

0.3

1.3

▲ 0.1

0.3

▲ 0.3

▲ 0.6

2.2

0.3

1.2

▲ 0.4

▲ 0.1

▲ 1.2

0.2

▲ 0.5

0.7

0.2

▲ 0.1

0.3

0.2

▲ 0.2

▲ 1.0

越 生 町

滑 川 町

嵐 山 町

小 川 町

川 島 町

吉 見 町

鳩 山 町

と き が わ 町

横 瀬 町

皆 野 町

長 瀞 町

小 鹿 野 町

東 秩 父 村

美 里 町

神 川 町

上 里 町

寄 居 町

宮 代 町

杉 戸 町

松 伏 町

町 村 計

市 町 村 計

前年比
（％）

世帯数
(世帯）

4,627 

7,476 

7,363 

12,020 

7,453 

6,942 

5,376 

4,195 

3,061 

3,663 

2,666 

4,210 

1,013 

3,788 

5,231 

11,734 

13,111 

14,447 

17,720 

10,992 

195,043 

3,117,072 

人口
(人）

1,297,835 

353,925 

195,717 

589,782 

79,783 

61,020 

341,399 

79,887 

111,150 

77,184 

92,257 

230,257 

150,180 

54,244 

117,582 

142,319 

225,680 

249,661 

344,289 

74,588 

140,997 

147,265 

人口
(人）

140,792 

75,060 

82,943 

163,787 

74,373 

151,580 

65,873 

91,637 

109,451 

140,920 

61,752 

101,574 

51,075 

70,274 

55,573 

71,742 

112,566 

52,154 

6,830,127 

44,915 

38,582 

36,076 

人口
(人）

11,221 

19,331 

18,149 

29,509 

19,993 

18,694 

13,774 

10,802 

8,149 

9,628 

6,940 

11,259 

2,662 

10,930 

13,397 

30,277 

32,875 

34,272 

44,446 

29,243 

495,124 

7,325,251 

▲ 1.5

2.0

0.3

▲ 1.7

▲ 1.2

▲ 1.3

▲ 1.3

▲ 2.3

▲ 1.2

▲ 1.5

▲ 1.9

▲ 2.4

▲ 3.2

▲ 0.2

▲ 1.0

▲ 0.3

▲ 1.1

0.2

▲ 0.7

▲ 1.1

▲ 0.7

0.2

彩論  公立大学法人埼玉県立大学 理事長　田中 滋 氏
 日本一の地域包括ケアシステム先進県へ

ズームアップ  中村電設工業株式会社
経営者セミナー 中小企業におけるIT活用について
  ＡＧＳ株式会社 代表取締役社長兼社長執行役員　石井 進 氏
産業振興レポート  これからの農業・農産物のマーケティングのあり方
アンケート調査①  埼玉県内企業の2019年経営見通し
アンケート調査②  埼玉県内企業の2018年冬のボーナス支給状況
県内経済の動き

月次経済指標

タウンスケープ  久喜市
 豊かな未来を創造する個性輝く文化田園都市
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ズ ー ムアップ

大型工事現場での電気設備や情報通信設備、防
災設備等の施工業務と、地域密着型サービスの二
つの事業を展開する中村電設工業株式会社。
メインの事業一つめの大型工事は主に埼玉県内を
商圏とし、非常用発電機設置や大型スタジアムの電
気工事、学校の太陽光発電設備工事、受変電設備改
修工事、高齢者施設や集合住宅の電気設備の施工
など、さまざまな電設工事をゼネコンから請け負ったり、
自ら元請けとなって行ってきた。そしてもう一つの事
業が、幸手市周辺の地域住民から、電気の困りごとを
一手に引き受けるサービス、「住まいのおたすけ隊」
のフランチャイズ事業だ。
「公共工事は設計図に基づいて積算、施工・施工管
理を行います。住まいのおたすけ隊の業務は多岐にわ
たります。今は個人のお客さま、法人のお客さまともに
ご依頼をいただくことが増えています」（中村康宏社長）
個人住宅の電気設備工事からスタートし、その後、
官庁工事や大型工事へ事業をシフト。さらには地域密
着型サービスの展開と、時代のニーズに対応しながら
地元の信頼を勝ち取ってきた同社。今、社員一丸と
なって目指すのは “埼玉ナンバーワンの設備会社”だ。

バンバン投資しています」
四つ目が社員のコミュニケーションを円滑にするた

め、会社が補助金を出して飲み会の開催を奨励して
いること。最後に、仲間への感謝や気遣いをカードに
込めて贈る「サンクスカード」の制度をつくったこと。
平均年齢43歳、20～70代という幅広い年齢が在

籍する同社。こうした取り組みによって、社員全員が
互いを思いやりながら、一丸となって経営目標に取り
組むことができている、と中村社長は語る。
もちろん、会社も社員を思いやる気持ちを忘れて
はいない。短時間勤務や育児休暇制度等を用意して
多様な働き方を支援するほか、社員の評価制度があ
り、上司・部下は毎月1回面談を実施して、上司が部
下の情報を引き出す仕組みがある。社員の平均勤続
年数は16年と長く、定着率は9割を誇る。
「経営理念では第一に社員とその家族、協力業者
とその家族を大切にしています。サービスを提供する
スタッフが満足していなければ、お客さまを満足させ
られないからです」

中小企業が今、最も頭を抱える採用戦略。同社は、
長年にわたって築いた地元の工業高校との太いパ
イプで、スムーズな採用ができているという。しかし
今後より一層深刻化する人材不足に向けて、ミャン
マーの学生の正規雇用への準備を進めている。
「ミャンマーの優秀な学生を採用することで、同年
代の社員にもいいプレッシャーや刺激になれば、と
思っています」
自分自身を「独創的なビジネスモデルを生み出す

よりも、既存のモデルを自社に最適化して事業を飛
躍させるほうが向いている」と語る中村社長。現在、
住まいのおたすけ隊事業は着実に売り上げを伸ばし、
同社の安定した経営を支えている。今後も地域に根
差したサービスで、社員全員で “埼玉ナンバーワンの
設備会社”に向けてまい進する。

過去10年分の決算書に目を通すと、黒字と赤字
を繰り返し、直近の期は最終損失を計上していた。
「当時は公共工事やゼネコンの仕事を手がけてい
たのですが、常に懇意にしているお客さまからの発注
で、お客さまの数が増えていなかった。リスクを避ける
ためにも、顧客数を増やさなければ、と思いました」

平成26（2014）年康宏氏は2代目社長に就任する。
「師匠と仰ぐ人に、どのようにして業績を安定させ
ればいいかを相談すると『あなたの事業は1回きりの
“高額な鉄砲”を売る商売。少額でも繰り返し購入し
てもらえる“弾”を売る商売を考えなさい』と言われ、
なるほどと。それで、弾となるものを探していました」
そんな時目に飛び込んできたのが、「住まいのおた
すけ隊」のダイレクトメール。地域の企業や一般家庭
の、電気に関する困りごと解決を請け負うフランチャ
イズ加盟の募集だった。中村社長はそれを見て「こ
れはまさに“弾”の商売だ」と直感し、早速、説明会へ。
そして、加盟の意志を固めて役員会で提案したとこ
ろ、反対意見があがった。それまでBtoBで公共事業
を中心に手がけてきた同社にとって、BtoC事業は全
く未知のビジネスだったからだ。
「説得を続け、ようやく『あなたがやると決めたの
なら』と納得してもらってスタートしました」
そして、創業以来なじみのある地・幸手市でサービ

スを開始する。顧客とのコミュニケーションの取り方
やサービスの仕方など、きめ細かな対応スキルが問
われるBtoCビジネス。最初こそ慣れない対応に社
員の間で戸惑いの声があがったが、フランチャイズ本
部の研修で徐々にスキルを身に着けていった。
住まいのおたすけ隊のサービスは、多岐にわたる。

企業向けで多いのは、工場など施設のLED化による
照明器具の交換や老朽化した受変電設備の更新等
だ。個人住宅の場合は新聞チラシや口コミで知った
顧客から換気扇交換、コンセント増設、カメラ付きイ

高い技術力と丁寧な対応で、顧客によりよいサービスを提供。
社員全員で“埼玉ナンバーワンの設備会社”を目指す
埼玉県内の大型建築の電気設備工事を中心に、事業を展開してきた中村電設工業。平成27年から開始した地域密着
型サービス「住まいのおたすけ隊」フランチャイズ事業は、スピード対応と好感度の高いサービスで幸手市周辺の企業
や住民から頼りにされている。将来は建物設備に関する総合的な地域のニーズを、さらに深掘りしていく青写真を描く。

中村電設工業株式会社

ンターホン取り替え等、さまざまな依頼を請け負う。
「電球1個の交換で伺っても交換時期が迫った火災
報知器を換えたり、追加でいろいろな仕事をいただけ
ます。高齢者宅が多いので家具の移動や電化製品の
修理の手配など、5分でできる無料サービスも行って
います。そこから別の依頼につながることもあります」
納期が短くて手離れもよく、利益率も高いこの事業。

平成27年にスタートした当時は1億円弱の売り上げ

だったのが、現在は2倍超に伸び、収益を支えている。
　

中村社長は、今後今まで以上におたすけ隊の事業
に力を注ぎ、太い柱へと育てていく考えを示す。
「困りごとの対応をした企業のお客さまを定期的に
訪問して地域のニーズを深く掘り、占有率を上げてい
く。つまり、戦う場所を絞ってナンバーワンになる“ラン
チェスター戦略”で事業を推し進めていきたい」
当初は社員に戸惑いがあった顧客とのコミュニ

ケーションスキルも、今では明るく丁寧な対応で顧客
からの評判は高い。「また頼みたい」「対応がとても

よかった」とリピーターも増加している。また、幸手支
店から20分圏内にサービスを限定しているので、駆
けつけるスピードの速さにも定評がある。
「いずれ、本店のある岩槻でも展開していきたいで
す。そして将来的には、電気設備と親和性の高い水
道等の工事も手がけていきたい。幸手市内の設備会
社と協業して、さらに事業を展開できればと思ってい
ます」

同社の経営の特徴は、五つある。まず社員全員が
経営方針や事業計画が書かれた手帳を持ち、同じ目
標に向かって仕事を進めていること。そして、毎朝20
分間、社内や倉庫内等職場の環境整備を行っている
こと。その際、社員同士で何気ない会話を交わしてコ
ミュニケーションを取るようにしているという。さらに、
社内外の研修で、社員の成長を後押ししていること。
「時代によってお客さまのニーズも変化していきま
すから、それに対応できる会社や社員でなければな
りません。そのために新しいことに取り組み、勉強も
しています。社員教育や設備投資など未来に向けて

●代 表 者 代表取締役　中村 康宏
●創　　業 昭和39年9月
●設　　立 昭和45年10月
●資 本 金 3,000万円
●従業員数 38名
●事業内容 各種電気設備工事設計施工
●所 在 地 〒339-0057　さいたま市岩槻区本町6-5-22
 TEL 048-758-5588　FAX 048-758-6200
●U R L http://www.nakamura-densetu.co.jp/

代表取締役　中村 康宏氏

「当社は昭和39（1964）年、電気関係の学校を卒
業後会社勤めをしていた父が独立して創業しました」
1964年の東京オリンピックに沸き、経済も住宅着
工戸数も右肩上がりで伸びていた当時の日本。幸手
市で創業し、個人住宅を中心に電気設備工事を行う
同社は、時代の波に乗り幸先のいいスタートを切っ
た。その後、公共工事やゼネコンから請け負う大型
工事へと事業を転換。確かな施工技術で、住宅都市
整備公団の優秀工事表彰を4度受賞した。
現社長の康宏氏は大学卒業後ゼネコンに就職し、
約10年間不動産事業を担当。その後、職場の先輩
が立ち上げた不動産会社に移り、二人三脚で忙しい
毎日を送っていた。同社を継ぐことを決意したのは、
父・章一氏の重病の知らせを受けてのことだった。
「それまでは、父から一度も『会社を継げ』と言わ
れたことがなかったのですが、その時初めて『そろそ
ろ、お前が帰ってこないとダメだろう』と言われて、決
意しました。そこで、しばらくは不動産会社と父の会
社を1日おきに行ったり来たりしていました」

公立大学法人埼玉県立大学
理事長
田中 滋氏

今年は埼玉県立大学にとって創立20周年を迎
える節目の年であり、次の20年へのスタートの年
でもあります。では次の20年、国全体また埼玉県
についてどのような人口予測がなされているで
しょうか。
団塊の世代がいよいよ3年後の2022年から75

歳に到達し始めます。さらにその3年後の2025年
には、直近の40年間にわたって加速度的に増加
してきた日本の75歳以上人口の伸びが一時的に
急停止します。一方で85歳以上人口は、2035年
に1,000万人に達するまで急速な増加を続けて
いくと予想されています。
埼玉県は、県内人口の年齢構成の特徴から、こ

うした変化の影響を日本で最も急激に経験してい
くことになります。このような将来を踏まえ、まずは
2025年までに生活圏域ごとに地域包括ケアシス
テムが着実に機能するよう、県内各地で積極的な
取り組みが展開されるようになりました。
地域包括ケアシステムは、住み慣れた地域で自

分らしい暮らしを人生の最期まで続けることがで
きるよう、住まい・医療・介護・予防・生活支援が一
体的に提供される仕組み作りから始まりました。
今ではその概念はもっと広がり、多世代共生を目
的として、多様な人々が地域で暮らしていくための
仕掛けも視野に含まれています。
地域包括ケアシステム構築にあたっては、次の

二つの点が重要です。一つ目は、住民参加型活動
等を通じてフレイル（健常から要介護になるまでの
中間的な状態）を予防するなど人々の健康寿命を
延伸し、たとえ多少虚弱になった高齢者に対して

も、回復もしくは悪化予防を図る不断の努力です。
二つ目は、要介護者（その多くは医療的ケアに

対するニーズも併せ持っておられます）の尊厳を
尊重するケアを目指した、医療・介護・福祉等の専
門職による協働体制の整備です。
さて、この協働体制を整備し効果を上げるため

には、介護など様々な分野が抱える課題を解決し
ていく必要があります。
例えば、ケアを受ける本人とその家族を含めた

関係者が参画したケアプランの作成、状態変化
予測の共有、サービスを供給する人材の確保や
着実な業務改善を通じた従事者1人当たりの生産
性の向上などです。
ただし、介護分野における業務改善には、その

上位に明白な至上命題、すなわち「サービスの質
向上」が存在します。直接の生産性指標の改善だ
けでなく、利用者の尊厳を守り、サービスの質向
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日本一の地域包括ケアシステム先進県へ
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大型工事現場での電気設備や情報通信設備、防
災設備等の施工業務と、地域密着型サービスの二
つの事業を展開する中村電設工業株式会社。
メインの事業一つめの大型工事は主に埼玉県内を
商圏とし、非常用発電機設置や大型スタジアムの電
気工事、学校の太陽光発電設備工事、受変電設備改
修工事、高齢者施設や集合住宅の電気設備の施工
など、さまざまな電設工事をゼネコンから請け負ったり、
自ら元請けとなって行ってきた。そしてもう一つの事
業が、幸手市周辺の地域住民から、電気の困りごとを
一手に引き受けるサービス、「住まいのおたすけ隊」
のフランチャイズ事業だ。
「公共工事は設計図に基づいて積算、施工・施工管
理を行います。住まいのおたすけ隊の業務は多岐にわ
たります。今は個人のお客さま、法人のお客さまともに
ご依頼をいただくことが増えています」（中村康宏社長）
個人住宅の電気設備工事からスタートし、その後、
官庁工事や大型工事へ事業をシフト。さらには地域密
着型サービスの展開と、時代のニーズに対応しながら
地元の信頼を勝ち取ってきた同社。今、社員一丸と
なって目指すのは “埼玉ナンバーワンの設備会社”だ。

バンバン投資しています」
四つ目が社員のコミュニケーションを円滑にするた

め、会社が補助金を出して飲み会の開催を奨励して
いること。最後に、仲間への感謝や気遣いをカードに
込めて贈る「サンクスカード」の制度をつくったこと。
平均年齢43歳、20～70代という幅広い年齢が在
籍する同社。こうした取り組みによって、社員全員が
互いを思いやりながら、一丸となって経営目標に取り
組むことができている、と中村社長は語る。
もちろん、会社も社員を思いやる気持ちを忘れて
はいない。短時間勤務や育児休暇制度等を用意して
多様な働き方を支援するほか、社員の評価制度があ
り、上司・部下は毎月1回面談を実施して、上司が部
下の情報を引き出す仕組みがある。社員の平均勤続
年数は16年と長く、定着率は9割を誇る。
「経営理念では第一に社員とその家族、協力業者
とその家族を大切にしています。サービスを提供する
スタッフが満足していなければ、お客さまを満足させ
られないからです」

中小企業が今、最も頭を抱える採用戦略。同社は、
長年にわたって築いた地元の工業高校との太いパ
イプで、スムーズな採用ができているという。しかし
今後より一層深刻化する人材不足に向けて、ミャン
マーの学生の正規雇用への準備を進めている。
「ミャンマーの優秀な学生を採用することで、同年
代の社員にもいいプレッシャーや刺激になれば、と
思っています」
自分自身を「独創的なビジネスモデルを生み出す

よりも、既存のモデルを自社に最適化して事業を飛
躍させるほうが向いている」と語る中村社長。現在、
住まいのおたすけ隊事業は着実に売り上げを伸ばし、
同社の安定した経営を支えている。今後も地域に根
差したサービスで、社員全員で “埼玉ナンバーワンの
設備会社”に向けてまい進する。

過去10年分の決算書に目を通すと、黒字と赤字
を繰り返し、直近の期は最終損失を計上していた。
「当時は公共工事やゼネコンの仕事を手がけてい
たのですが、常に懇意にしているお客さまからの発注
で、お客さまの数が増えていなかった。リスクを避ける
ためにも、顧客数を増やさなければ、と思いました」

平成26（2014）年康宏氏は2代目社長に就任する。
「師匠と仰ぐ人に、どのようにして業績を安定させ
ればいいかを相談すると『あなたの事業は1回きりの
“高額な鉄砲”を売る商売。少額でも繰り返し購入し
てもらえる“弾”を売る商売を考えなさい』と言われ、
なるほどと。それで、弾となるものを探していました」
そんな時目に飛び込んできたのが、「住まいのおた
すけ隊」のダイレクトメール。地域の企業や一般家庭
の、電気に関する困りごと解決を請け負うフランチャ
イズ加盟の募集だった。中村社長はそれを見て「こ
れはまさに“弾”の商売だ」と直感し、早速、説明会へ。
そして、加盟の意志を固めて役員会で提案したとこ
ろ、反対意見があがった。それまでBtoBで公共事業
を中心に手がけてきた同社にとって、BtoC事業は全
く未知のビジネスだったからだ。
「説得を続け、ようやく『あなたがやると決めたの
なら』と納得してもらってスタートしました」
そして、創業以来なじみのある地・幸手市でサービ

スを開始する。顧客とのコミュニケーションの取り方
やサービスの仕方など、きめ細かな対応スキルが問
われるBtoCビジネス。最初こそ慣れない対応に社
員の間で戸惑いの声があがったが、フランチャイズ本
部の研修で徐々にスキルを身に着けていった。
住まいのおたすけ隊のサービスは、多岐にわたる。

企業向けで多いのは、工場など施設のLED化による
照明器具の交換や老朽化した受変電設備の更新等
だ。個人住宅の場合は新聞チラシや口コミで知った
顧客から換気扇交換、コンセント増設、カメラ付きイ

外国人の正規雇用を本格化

中村電設工業株式会社ZOOM UP

ンターホン取り替え等、さまざまな依頼を請け負う。
「電球1個の交換で伺っても交換時期が迫った火災
報知器を換えたり、追加でいろいろな仕事をいただけ
ます。高齢者宅が多いので家具の移動や電化製品の
修理の手配など、5分でできる無料サービスも行って
います。そこから別の依頼につながることもあります」
納期が短くて手離れもよく、利益率も高いこの事業。
平成27年にスタートした当時は1億円弱の売り上げ

だったのが、現在は2倍超に伸び、収益を支えている。
　

中村社長は、今後今まで以上におたすけ隊の事業
に力を注ぎ、太い柱へと育てていく考えを示す。
「困りごとの対応をした企業のお客さまを定期的に
訪問して地域のニーズを深く掘り、占有率を上げてい
く。つまり、戦う場所を絞ってナンバーワンになる“ラン
チェスター戦略”で事業を推し進めていきたい」
当初は社員に戸惑いがあった顧客とのコミュニ

ケーションスキルも、今では明るく丁寧な対応で顧客
からの評判は高い。「また頼みたい」「対応がとても

よかった」とリピーターも増加している。また、幸手支
店から20分圏内にサービスを限定しているので、駆
けつけるスピードの速さにも定評がある。
「いずれ、本店のある岩槻でも展開していきたいで
す。そして将来的には、電気設備と親和性の高い水
道等の工事も手がけていきたい。幸手市内の設備会
社と協業して、さらに事業を展開できればと思ってい
ます」

同社の経営の特徴は、五つある。まず社員全員が
経営方針や事業計画が書かれた手帳を持ち、同じ目
標に向かって仕事を進めていること。そして、毎朝20
分間、社内や倉庫内等職場の環境整備を行っている
こと。その際、社員同士で何気ない会話を交わしてコ
ミュニケーションを取るようにしているという。さらに、
社内外の研修で、社員の成長を後押ししていること。
「時代によってお客さまのニーズも変化していきま
すから、それに対応できる会社や社員でなければな
りません。そのために新しいことに取り組み、勉強も
しています。社員教育や設備投資など未来に向けて

「当社は昭和39（1964）年、電気関係の学校を卒
業後会社勤めをしていた父が独立して創業しました」
1964年の東京オリンピックに沸き、経済も住宅着
工戸数も右肩上がりで伸びていた当時の日本。幸手
市で創業し、個人住宅を中心に電気設備工事を行う
同社は、時代の波に乗り幸先のいいスタートを切っ
た。その後、公共工事やゼネコンから請け負う大型
工事へと事業を転換。確かな施工技術で、住宅都市
整備公団の優秀工事表彰を4度受賞した。
現社長の康宏氏は大学卒業後ゼネコンに就職し、
約10年間不動産事業を担当。その後、職場の先輩
が立ち上げた不動産会社に移り、二人三脚で忙しい
毎日を送っていた。同社を継ぐことを決意したのは、
父・章一氏の重病の知らせを受けてのことだった。
「それまでは、父から一度も『会社を継げ』と言わ
れたことがなかったのですが、その時初めて『そろそ
ろ、お前が帰ってこないとダメだろう』と言われて、決
意しました。そこで、しばらくは不動産会社と父の会
社を1日おきに行ったり来たりしていました」

BtoBからBtoCへと業容拡大

電気以外の関連設備への展開も視野に

全社員で同じ目標に向かう

大型施工現場実績（左右）

幸手支店外観 その場で見積が作成できる「サットくん」 住まいのおたすけ隊での施工の様子

社内の様子
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約10年間不動産事業を担当。その後、職場の先輩
が立ち上げた不動産会社に移り、二人三脚で忙しい
毎日を送っていた。同社を継ぐことを決意したのは、
父・章一氏の重病の知らせを受けてのことだった。
「それまでは、父から一度も『会社を継げ』と言わ
れたことがなかったのですが、その時初めて『そろそ
ろ、お前が帰ってこないとダメだろう』と言われて、決
意しました。そこで、しばらくは不動産会社と父の会
社を1日おきに行ったり来たりしていました」

BtoBからBtoCへと業容拡大

電気以外の関連設備への展開も視野に

全社員で同じ目標に向かう

大型施工現場実績（左右）

幸手支店外観 その場で見積が作成できる「サットくん」 住まいのおたすけ隊での施工の様子

社内の様子




